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The purpose of this study is to clarify the transition of railway passengers in urban areas and to clarify the 
factors. Also, do a similar analysis in the region around the station. Trend and correlation analysis was 
performed of railway passengers, the number of students in the number of land holdings and population by age, 
of passenger cars, high school, and commercial land. As a factor of the decrease in passengers, a decrease in 
working-age population, the increase in the number of car ownership, reduction in the number of high school 
students were raised.  
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１．はじめに 
我が国では，2005 年をピークに全国的に人口減少社会
へと転換した．人口減少社会は今後長期的に続くと考え
られ，それに伴い，少子高齢化や，地方都市の過疎化が
さらに進行し深刻化されると予想される．それは，大都
市圏においても例外では無いと言える． 
このような背景から，都市では長寿命なインフラ構造
物の拡充や時代の需要にあった都市機能の整備が望ま
れている．併せて持続可能な集約型都市構造や，地球環
境問題に照らし鉄道利用は一層重視されてくる．しかし
ながら近年，大都市圏における鉄道利用者は一部で減少
傾向を辿っている．将来のコンパクトで効率的な大都市
圏形成を考えたとき，人口減少より先行して鉄道利用者
の減少が起こることは，大きな問題である． 
近年，近畿圏において，鉄道利用者の減少は他の大都
市圏と比べ顕著に表れており，その原因究明および動向
把握は重要となってくる． 
そこで，本研究では，大阪府郊外地域の市街地に対象
を絞り，1999 年から 2008 年にかけて，市ごとの鉄道乗
降客数の変化を捉え動向を把握していく．また，鉄道乗
降客数の変化と様々な指標を合わせて分析していくこ
とで，鉄道乗降客数変化の要因を探っていく．それに加
え，駅周辺の小地域においても乗降客数との関連性を分
析し，動向を探る． 
対象地域は，鉄道乗降客数とその他の要因の関連性を
捉えやすいと思われる大阪府郊外の市域 30市とする． 
図１の緑色の部分が対象地域である．また，赤い線の
部分が対象路線となっている． 
 
 
図１ 大阪府 対象市及び対象路線図 
 
２．研究方法 
 本研究では，市ごとの乗降客数をその市内に所在の
ある駅の乗降客数の総合計と定義した上で進める．また，
駅周辺の小地域を駅の重心から半径１㎞以内に５割以
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上含まれる町丁目と定める． 
 本研究は，図１の市街地及び駅を対象とし，大きく分
けて３つの分析から構成されている．第１に，市ごとの
乗降客数を都市交通年報より 1999年から 2008年にかけ
ての経年変化をグラフ化することで，近年の鉄道乗降客
数の動向を把握し，傾向を分析する． 
第２に，市ごとの乗降客数の推移と市ごとの①総人口
②年齢別人口③乗用車保有台数④高等学校生徒数⑤商
業地地価の推移を相関分析する．その結果を用いて市ご
との乗降客数の要因を探る． 
第３に，駅ごとの乗降客数の変化と駅周辺の小地域ご
との生産年齢人口の変化を比較することで，特徴を分析
する． 
 
３．大阪府の郊外市部における乗降客数の現状 
 大阪府郊外の市域の 1999年から 2008年にかけての市
ごとの乗降客数の推移とその増減率を図２に示す．例と
して，富田林市を取り上げた．富田林市では，年を追う
ごとに乗降客数が減少していくのが分かる．また，増減
率をみても，一様にマイナスの値を示している． 
 次に，他市においても同様のグラフを作成し，傾向を
表１にまとめたところ，毎年，乗降客数が減少している
市は７市あり，減少傾向にある市は，１５市あるという
結果が得られた．大阪府の郊外市街地において，乗降客
数が減少している地域は全体の７３％になるというこ
とが分かった． 
 また，増減を繰り返し最終的に乗降客数が減少してい
る枚方市・茨木市・守口市を含めると，８３％の地域で
乗降客数が減少している． 
 
 
図２ 乗降客数推移と乗降客数増加率(EX.富田林市) 
 
表１ 乗降客数傾向別分類表(1999-2008) 
毎年減少している市 減少傾向にある市
増加傾向に
ある市
増減を繰り返
している市
池田市　富田林市
松原市　羽曳野市
高石市　泉南市
阪南市
岸和田市　豊中市
泉大津市　高槻市
貝塚市　　 八尾市
泉佐野市　寝屋川市
河内長野市  箕面市
柏原市　   門真市
摂津市　   藤井寺市
大阪狭山市
四條畷市
交野市
大東市
和泉市
枚方市
茨木市
守口市
吹田市
 
４．乗降客数と各指標の関連性 
 大阪府郊外の市域の 1999年から 2008年にかけての市
ごとの乗降客数の推移と①総人口 ②15～64 歳人口 ③
乗用車保有台数 ④高等学校生徒数 ⑤商業地地価との
関係をそれぞれ分析していく． 
なお，それぞれのデータは，地域経済総覧から引用し
たデータを使用する． 
 
 
 
図３ 乗降客数推移と総人口(EX.富田林市) 
 
 
 
図４ 乗降客数推移と 15～64 歳人口(EX.富田林市) 
 
 
 
図５ 乗降客数推移と乗用車保有台数(EX.富田林市) 
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図６ 乗降客数推移と高等学校生徒数(EX.富田林市) 
 
 
図７ 乗降客数推移と商業地地価(EX.富田林市) 
 
他市においても同様のグラフを作成し，相関係数を表
２にまとめた。 
 
表２ 市別乗降客数との相関係数表 
総人口 15～64歳人口 乗用車保有台数 高等学校生徒数 商業地地価
岸和田市 -0.57 0.64 -0.84 0.93 0.89
豊中市　 0.86 0.86 -0.78 0.94 0.88
池田市　 -0.62 0.94 -0.94 0.93 0.90
吹田市　 -0.12 0.29 -0.09 0.23 -0.21 
泉大津市 -0.96 0.66 -0.98 0.10 0.99
高 槻 市 0.82 0.92 -0.91 0.95 0.95
貝塚市　 -0.98 0.82 -0.95 0.92 0.99
守口市　 0.68 0.63 -0.02 0.54 0.69
枚方市　 -0.42 0.53 -0.53 0.73 0.54
茨木市　 -0.65 0.52 -0.49 0.46 0.19
八尾市　 0.85 0.86 -0.97 0.90 0.98
泉佐野市 -0.74 0.50 -0.86 0.33 0.83
富田林市 0.85 0.94 -0.99 0.95 0.97
寝屋川市 0.98 0.98 0.25 0.94 0.87
河内長野市 0.88 0.91 -0.98 0.70 0.96
松原市　 0.97 0.98 0.01 0.91 0.84
大東市　 -0.93 -0.84 0.65 0.39 -0.45 
和泉市　 0.25 -0.68 0.34 -0.70 -0.04 
箕面市　 -0.59 0.91 -0.84 0.68 0.83
柏原市　 0.89 0.88 -0.97 0.95 0.97
羽曳野市 0.61 0.96 -0.98 0.82 0.65
門真市　 0.83 0.82 0.24 0.54 0.60
摂津市　 0.61 0.75 0.32 0.70 0.86
高石市　 0.91 0.95 -0.97 0.98 0.97
藤井寺市 0.88 0.94 -0.96 0.84 0.57
泉南市　 -0.91 0.95 -0.99 0.87 0.12
四條畷市 0.95 -0.90 0.96 -0.86 -0.85 
交野市　 0.73 -0.78 0.82 -0.56 -0.68 
大阪狭山市 -0.76 0.90 -0.94 0.94 0.97
阪南市　 0.80 0.93 -0.98 0.37 0.95
正の相関（0.80以上） 12市 18市 ‐ 15市 19市
負の相関（-0.80以下） ‐ ‐ 17市 ‐ ‐  
 
表２より、乗降客数とその他の指標とで高い相関を示
した市が多くあることが分かる．最も多くの市で乗降客
数と強い相関を示した指標は，商業地地価であり，その
数は 19 市にもなる．これは，全体の 63％を占めており
乗降客数と商業地地価は関連性があると言える．また，
15～64歳人口・乗用車保有台数・高等学校生徒数もそれ
ぞれ 18市・17 市・15市と多くの地域で高い相関を示し
ている． 
 以上より，乗降客数の減少の要因と考えられる指標は
15～64歳人口・乗用車保有台数・高等学校生徒数である
と言える． 
 次に，乗降客数とその他の指標の関係が顕著に表れ
た富田林市を例として分析していく．乗降客数の推移と
①総人口 ②15～64 歳人口 ③乗用車保有台数 ④高等学
校生徒数 ⑤商業地地価との関係をそれぞれ図３，図４，
図５，図６，図７に示す． 
図３より，富田林市では総人口が減少するにつれて乗
降客数も減少していることが分かる．また，この 2 つの
指標の相関係数を計算したところ，0.85 という値を示し
た．これは，富田林市において，この 2 つの指標の相関
が強く，総人口の減少が乗降客数を減少させている 1 つ
の要因であると考えられる． 
図４より，15～64 歳人口が減少するにつれて乗降客
数も減少していることが分かる．また，この 2 つの指標
の相関係数は，0.94 という値を示した．これは，富田林
市において，この 2 つの指標の相関が強く，14～65 歳
人口の減少が乗降客数を減少させている1つの要因であ
ると考えられる．さらに，総人口との相関係数 0.85 に
対して 15～64 歳人口との相関係数は 0.94 である．この
ことから，乗降客数減少の要因を挙げるとすると 15～
64 歳人口の減少のほうが妥当である．また，15～64 歳
人口とは一般的に生産年齢と呼称され，通勤通学に鉄道
を利用している割合の高い年齢区分でありこのような
結果になったと考えられる． 
図５より，富田林市では乗用車保有台数が増加するに
つれて乗降客数が減少していることが分かる．また，こ
の 2 つの指標の相関係数は，-0.99 という値を示した．こ
れは，富田林市においてこの 2 つの指標の相関が強く，
乗用車保有台数の増加が乗降客数を減少させている 1つ
の要因であると考えられる．乗用車の普及により，人々
の移動手段が鉄道から乗用車へ移ったと予想される．し
かし，地球環境問題の観点から，このような結果は望ま
しくないと言える． 
図６より，富田林市では高等学校生徒数が減少するに
つれて乗降客数も減少していることが分かる．また，こ
の 2 つの指標の相関係数は，0.95 という値を示した．こ
れは，富田林市において，この 2つの指標の相関が強く，
高等学校生徒数の減少が乗降客数を減少させている 1つ
の要因であると考えられる． 
図７より，富田林市では乗降客数が減少するにつれて
商業地地価も下がっていることが分かる．またこの 2 つ
の指標の相関係数は，0.97 という値を示した．これは，
富田林市において，乗降客数の減少が商業地地価を下げ
ていると考えられる． 
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５．駅周辺の小地域の乗降客数と生産年齢人口 
 ここからは，駅周辺の地域においても，上記と同様な
ことが言えるかどうかを判断していく．図 8 のように，
駅の重心から半径１㎞円をとり，町丁目ごとに年齢別の
人口を集計していく．また，１㎞円が最寄りの駅と干渉
している場合，2等分線を引き区分けする． 
 
 
図８ 駅周辺範囲のとり方 
 
図９のように，町丁目によっては半径 1 ㎞円内に一部分
のみが含まれている場合がある．このような町丁目にお
いては，その含まれている部分の面積が 5 割以上である
場合のみ集計に加算する．なお，5 割以上であるかどう
かの判断は，ArcMap 上で判断する． 
 
 
図９ 駅周辺町丁目の選出方法 
以上の作業により，得られたデータを以下に示す． 
 
表３ 駅周辺の年齢別人口(EX.河内松原駅) 
2000年 総人口 0-14歳人口 15-64歳人口 65歳以上人口 2005年 総人口 0-14歳人口 15-64歳人口 65歳以上人口
新堂１丁目 685 99 499 86 新堂１丁目 648 103 423 122
新堂２丁目 1171 182 855 134 新堂２丁目 1449 263 989 197
新堂３丁目 1323 186 909 219 新堂３丁目 1256 170 818 267
上田１丁目 648 131 466 51 上田１丁目 771 160 529 82
上田２丁目 681 75 447 159 上田２丁目 644 71 394 177
上田３丁目 542 78 381 82 上田３丁目 817 139 562 116
上田４丁目 901 171 665 65 上田４丁目 909 147 662 100
上田５丁目 890 113 605 169 上田５丁目 801 96 507 193
上田６丁目 730 101 539 90 上田６丁目 616 98 419 98
上田７丁目 1150 153 802 195 上田７丁目 1125 137 730 258
上田８丁目 1080 138 677 261 上田８丁目 1208 160 761 287
阿保１丁目 703 80 490 133 阿保１丁目 616 62 396 158
阿保２丁目 1332 284 925 121 阿保２丁目 1382 263 971 148
阿保３丁目 1281 145 718 418 阿保３丁目 1323 190 674 459
阿保４丁目 1244 158 889 193 阿保４丁目 1162 159 784 219
阿保５丁目 1112 162 793 149 阿保５丁目 1133 196 751 182
阿保６丁目 674 104 447 123 阿保６丁目 746 142 467 137
阿保７丁目 779 131 552 96 阿保７丁目 901 198 588 114
松ヶ丘１丁目 401 36 287 78 松ヶ丘１丁目 382 39 246 97
松ヶ丘２丁目 1088 122 718 245 松ヶ丘２丁目 981 99 591 291
松ヶ丘４丁目 1765 401 1184 176 松ヶ丘４丁目 1678 363 1091 224
西野々１丁目 1062 172 747 143 西野々１丁目 993 147 650 196
西野々２丁目 547 85 406 56 西野々２丁目 492 71 350 71
柴垣１丁目 1445 214 941 288 柴垣１丁目 1401 211 880 310
合計 23234 3521 15942 3730 合計 23434 3684 15233 4503  
 
表４ 乗降客数と駅周辺年齢別人口(EX.河内松原駅) 
河内松原駅 2000年 2005年 増減値
乗降客数 38216 33229 -4987 
総人口 23234 23434 200
15-64歳人口 15942 15233 -709 
0-14歳人口 3521 3684 163
65歳以上人口 3730 4503 773  
 
表４，表５より，河内松原駅において駅周辺の年齢別
人口と乗降客数を比較すると，15～64歳人口のみ正の関
係を示していることが分かる． 
また，河内松原駅と同様に大阪市・堺市・東大阪市の周
辺の 87駅について表にまとめ，その結果を以下に示す． 
 
表６ 2000 年-2005 年 生産年齢人口・乗降客数比較表 
生産年齢人口 乗降客数 生産年齢人口 乗降客数
藤井寺駅 -1623 -7977 松ノ浜駅 -246 -444 
土師ノ里駅 -1179 -2060 北助松駅 -531 -1501 
道明寺駅 -192 -1828 千里丘駅 671 -3668 
河内松原駅 -709 -4987 南摂津駅 124 1988
高見ノ里駅 -1911 -276 摂津駅 102 1172
布忍駅 -764 -1898 正雀駅 -1429 -5269 
河内天美駅 -2646 -5329 豊津駅 -838 -868 
住道駅 -1002 7460 桃山台駅 -2323 -8494 
野崎駅 -1427 -2320 岸辺駅 -1009 -2859 
四条畷駅 -2936 -577 山田駅 -305 -303 
西三荘駅 -1658 -810 吹田駅 -1054 -755 
門真市駅 -846 2349 南千里駅 -2957 -3133 
古川橋駅 -2879 -1284 千里山駅 -97 134
大和田駅 -2966 -5542 関大前駅 78 1552
門真南駅 -951 1568 北千里駅 -1030 -4562 
滝井駅 -312 -1411 公園東口駅 -46 371
土居駅 -885 -1238 万博記念公園駅 864 -1284 
守口市駅 -597 -2813 美加の台駅 -217 -126 
守口駅 -995 3 河内長野駅 -703 -2919 
萱島駅 -2553 -5504 汐ノ宮駅 -1253 -197 
寝屋川市駅 -3190 -4800 天見駅 -72 -58 
香里園駅 -1086 -5739 千早口駅 -38 -95 
東寝屋川駅 -450 -568 千代田駅 -200 -2512 
忠岡駅 -410 -1756 三日市町駅 -1173 -3074 
八尾南駅 -114 -321 喜志駅 -311 -730 
八尾駅 -1796 -1269 滝谷駅 -2678 -1143 
信貴山口 -228 -803 滝谷不動駅 -8 -1202 
志紀駅 -842 -5163 川西駅 129 -549 
恩智駅 -1645 -1334 富田林駅 -258 -2970 
服部川駅 -572 -614 富田林西口駅 -236 -1335 
河内山本 -2639 -4965 豊中駅 -89 -1464 
近鉄八尾駅 -844 -1631 蛍池駅 -953 4200
久宝寺駅 -1037 -213 緑地公園駅 265 -1335 
久宝寺口駅 -900 3386 柴原駅 -881 -553 
上ノ太子駅 -1660 -537 服部駅 -1809 -3630 
恵我ノ荘駅 -1829 -3056 曽根駅 -758 -2988 
高鷲駅 -838 -634 庄内駅 -3393 -7034 
駒ヶ谷駅 -295 -313 千里中央駅 -2806 -10715 
古市駅 -679 -1033 少路駅 176 1238
高師浜駅 -142 -466 岡町駅 -438 -3739 
伽羅橋駅 -717 -271 狭山駅 -749 -2856 
富木駅 -1050 -793 大阪狭山市駅 528 -685 
高石駅 -1070 -1561 金剛駅 -1627 -5176 
泉大津駅 386 -1772  
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図１０ 2000 年-2005 年 乗降客・生産年齢人口増減値 
 
図１０より，駅別乗降客数増減値と駅周辺 15～64 歳
人口増減値を散布図にまとめたところ，全 87 駅中 73 駅
が第 1 象限と第 3 象限に集まるという結果になった．こ
の 2 つの象限に集まった地域の割合を見てみると，全体
の約 84％が集まっている． 
このことから，駅周辺の 15～64 歳人口が増えている
地域ではその最寄り駅の乗降客数も増えており，逆に減
っている地域では最寄り駅の乗降客数も減っていると
言える．これは，鉄道の利用と駅周辺の 15～64 歳人口
に関係があると考えられ，今後駅周辺の人口を増やすこ
とにより，鉄道の利用を促進させる結果となることが期
待できると考えられる． 
 また，「駅周辺の 15～64 歳人口と乗降客数の関係」
と「市ごとの 15～64歳人口と乗降客数の関係」を考え
ると共に強い関係性があると考えられ，市ごとの 15～64
歳人口以外の指標を駅周辺データで見ると，それと同等
かそれ以上の関係性を見出すことが出来ると予想され
る． 
  
６．結論 
 本研究では，以下の結論を得た． 
①大阪府郊外の市域において，市ごとの乗降客数の推移
を 1999年から 2008年までの経年変化値とその増減率を
まとめ傾向を分析した．その結果，大阪府郊外の市域で
は，約８割の市で減少傾向にあることが分かった． 
②市ごとの乗降客数と，総人口・15～64歳人口・乗用車
保有台数・高等学校生徒数について相関分析を行ったと
ころ，総人口以外の指標について多くの市で，高い相関
を得ることができた．これにより，乗降客数の減少の要
因となる指標を 15～64 歳人口・乗用車保有台数・高等
学校生徒数と定めることができる． 
③市ごとの乗降客数と，総人口・15～64歳人口の相関係
数をみると，一様に 15～64 歳人口のほうが高い値を示
した．このことから，15～64歳の人々は他の年齢の人と
比べて鉄道の利用率が高いと考えられる． 
 
 
④市ごとの乗降客数の減少と商業地地価の相関係数が
多くの市で高い値を示した．このことから，商業地地価
を下げる要因として，乗降客数の減少があると考えられ
る．また，そのような地域の商業地が駅前などに多くあ
ることが予想される． 
⑤駅周辺小地域の 15～64 歳人口と乗降客数の関係をみ
ると，市ごとの結果と同様の傾向がみられた．よって今
回対象とした地域では，駅周辺と行政区域どちらにおい
ても乗降客数減少の要因として 15～64 歳人口の減少が
挙げられる． 
⑥首都圏における先行研究では行政区域の人口等と区
域内の各駅の乗降客数との相関が低いことが知られて
いる．それは，連担市街地において，行政区域と駅勢圏
が一致しないためである．一方，今回対象とした大阪府
郊外の市においては，行政区域の人口等と鉄道乗降客数
に高い相関が得られた．これは，これら地域において行
政区域と駅勢圏が一致していることを表している． 
 本研究により明らかになったこのことは，この地域の
将来を考える際の重要な事項と言え，大阪府郊外の市域
において，鉄道利用を促進していく上で，各市がとる施
策の優位性が高いことが明らかになった． 
 主な今後の課題 
 今回の研究で鉄道乗降客数との関係をみた指標は，総
人口・年齢別人口・乗用車保有台数 ・高等学校生徒数・
商業地地価であったが，その他にも鉄道乗降客数に影響
を与える指標が存在するのかを土地利用の観点なども
取り入れて分析し，要因を探っていくべきである． 
 また，本研究では大阪府郊外の市域を対象としてきた．
さらに他の地方都市などの鉄道利用状況と関係を分析
することで乗降客数の減少の要因をより高い精度で探
るべきである． 
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